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１．15年 3月期の業績(平成 14年 4月１日～平成 15年 3月 31 日) 
(1)経営成績         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  売 上  高 営 業  利 益 経 常  利 益 
 
15 年 3月期 
14 年 3月期 

百万円 
332,421 
304,658 

      ％ 
     9.1   
  △14.7 

百万円 
       8,234 

2,797 

％ 
    194.4   
   △82.1 

百万円 
4,390 
2,049 

％ 
    114.2 
   △87.1 

 
   

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 
15 年 3月期 
14 年 3月期 

百万円 
   3,290    
△8,351 

％ 
 ― 
― 

円 銭 
5  82 

△15 00 

           円 銭 
       ―

― 

％ 
1.4 
△3.4 

％ 
0.8 
0.4 

％ 
1.3 
0.7 

（注）①期中平均株式数        15 年 3月期  545,082,924 株    14 年 3月期  556,734,080 株 
      ②会計処理の方法の変更    無 
      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
  
(2)配当状況 
 １株当たり年間配当金 
  中  間 期  末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配当率 

 
15 年 3月期 
14 年 3月期 

円 銭 
  5  00 
5 00 

円 銭 
2 50 
2 50 

円 銭 
2 50 
2 50 

百万円 
2,716 
2,780 

％ 
85.9 

      ― 

％ 
1.2 
1.2 

 
(3)財政状態 
 

総 資 産

 

株 主 資 本

 

株主資本比率

 
１株当たり 
株主資本 

 
15 年 3月期 
14 年 3月期 

百万円 
526,202 
551,039 

百万円 
217,701 
239,765 

％ 
              41.4   

43.5 

               円 銭 
          402  85 
          435  25 

(注) ①期末発行済株式数 15 年 3月期  540,099,702 株 14 年 3月期 550,869,453 株 
 ②期末自己株式数 15 年 3月期     11,168,402 株 14 年 3月期     398,651 株 

２．16年 3月期の業績予想(平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31 日) 
 １株当たり年間配当金 
 

売上高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
164,000 
333,000 

百万円 
2,500 
5,500 

百万円 
 1,500 
3,500 

円 銭 
2  50 

― 

円 銭 
― 

2  50 

円 銭 
― 

5  00 

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)  6 円 48 銭 
 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結６ページを参照して下さい。 

当 期 純 利 益 



 
－単独 1－ 

 
 

 
比 較 貸借対照表  

 
(単位 百万円)

 
科   目

 
第１４２期 

(平成 15年 3月 31 日) 

第１４１期 
(平成 14年 3月 31 日) 

比 較 増 減 

(資 産 の 部 ) 
流 動 資 産  

 
２０７，４６１ 

 
      １９９，８０６ 

 
７，６５５ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
製 品 
仕 掛 品 
材 料 
貯 蔵 品 
未 収 入 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

１７，３７２ 
９０６ 

９４，９１３ 
１７，３３９ 
７，９５９ 
９，５４６ 
３７１ 
５５４ 

２３，２７５ 
２，４６１ 
３２，７７８ 

△１９ 
 

３１８，７４０ 

５，０００ 
８４０ 

９０，４４８ 
３０，６２８ 
８，３７２ 
１６，６３５ 

８３１ 
９５４ 

２２，８６７ 
１，３９０ 
２１，８５９ 

△２１ 
 

３５１，２３２ 

１２，３７２ 
６６ 

４，４６５ 
   △１３，２８９ 

△４１３ 
△７，０８９ 
△４６０ 
△４００ 
４０８ 

１，０７１ 
１０，９１９ 

２ 
 

△３２，４９２ 
 
有 形 固 定 資 産  

 
７４，７３６ 

 
９４，２５９ 

 
△１９，５２３ 

建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 
無 形 固 定 資 産  

２９，３０６ 
１，９６９ 
２４，２５８ 

１３７ 
２，０９８ 
１５，１２７ 
１，８３８ 

 
１，５５７ 

３０，９７７ 
２，１４４ 
４０，２２１ 

１７６ 
２，６８８ 
１５，１９８ 
２，８５２ 

 
１，４２８ 

△１，６７１ 
△１７５ 

△１５，９６３ 
△３９ 
△５９０ 
△７１ 

△１，０１４ 
 

１２９ 
借 地 権 
その他の無形固定資産 

 
投  資  等  

１，１６８ 
３８９ 

 
２４２，４４７ 

１，１６８ 
２５９ 

 
２５５，５４４ 

－ 
１２９ 

 
△１３，０９７ 

投 資 有 価 証 券 
子 会 社 株 式 
長 期 貸 付 金 
前 払 年 金 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 投 資 等 
貸 倒 引 当 金 

４２，１４５ 
１７６，１３１ 
２，２１７ 
１４，４９５ 
３，５４５ 
５，０５２ 
△１，１４０ 

８５，６０３ 
１６４，４６８ 
１，６６６ 

－ 
－ 

４，９９８ 
△１，１９３ 

 

△４３，４５８ 
１１，６６３ 

５５１ 
１４，４９５ 
３，５４５ 

５４ 
５３ 

資 産 合 計 ５２６，２０２ ５５１，０３９ △２４，８３７ 



 
－単独 2－ 

 
(単位 百万円)

 
科   目

 
第１４２期 

(平成 15年 3月 31 日) 

第１４１期 
(平成 14年 3月 31 日) 

比 較 増 減 

(負 債 の 部 ) 
流 動 負 債  

 
１４６，７７４ 

 
１５７，９０９ 

 
△１１，１３５ 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

４，７５７ 
８５，１０３ 
３４，８０４ 
１０，０００ 
４，２２４ 
７，３８２ 

１７ 
４８５ 

 
１６１，７２７ 

５，５６５ 
７５，９５９ 
４１，７５８ 
２０，０００ 
５，４５７ 
８，４９６ 

１９ 
６５３ 

 
１５３，３６３ 

△８０８ 
９，１４４ 
△６，９５４ 
△１０，０００ 
△１，２３３ 
△１，１１４ 

△２ 
△１６８ 

 
８，３６４ 

社 債 
転 換 社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

９０，０００ 
１６，９８９ 
５２，５００ 

－ 
－ 

１，６６８ 
５６９ 

 

８０，０００ 
１６，９８９ 
４２，４６４ 
４，４４９ 
７，２３５ 
１，６００ 
６２５ 

 

１０，０００ 
－ 

１０，０３６ 
△４，４４９ 
△７，２３５ 

６８ 
△５６ 

 
負 債 合 計 ３０８，５０１ ３１１，２７３ △２，７７２ 

(資 本 の 部 ) 
資  本  金  

 
６７，１７６ 

 
６７，１７６ 

 
－ 

 
資 本 剰 余 金  

 
７７，９２３ 

 
７７，９２３ 

 
－ 

資 本 準 備 金 
 

利 益 剰 余 金  

７７，９２３ 
 

７１，３４８ 

７７，９２３ 
 

７０，８０１ 

－ 
 

５４７ 
利 益 準 備 金 
事 業 研 究 費 積 立 金 
海 外 投 資 損 失 積 立 金 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 
固定資産圧縮特別勘定積立金 
別 途 積 立 金 
当 期 未 処 分 利 益 又 は 
当 期 未 処 理損失 ( △ ) 

１０，２９２ 
１，６２７ 

１ 
２，７７２ 

－ 
５３，２６６ 
３，３８８ 

１０，２９２ 
１，６２７ 

１ 
１，５２９ 

７４ 
６３，２６６ 
△５，９８９ 

－ 
－ 
－ 

１，２４３ 
△７４ 

△１０，０００ 
９，３７７ 

  (うち当期純利益又は  
 当 期 純 損 失 ( △ ) ) 

(３，２９０) (△８，３５１) (１１，６４１) 

 
株 式 等 評 価 差 額 金  

 
５，２７４ 

 
２４，２２０ 

 
△１８，９４６ 

その他有価証券評価差額金 ５，２７４ ２４，２２０ △１８，９４６ 
 
自 己 株 式  

 
△４，０２２ 

 
△３５６ 

 
△３，６６６ 

    
    

資 本 合 計 ２１７，７０１ ２３９，７６５ △２２，０６４ 
負 債 及 び 資 本 合 計 ５２６，２０２ ５５１，０３９ △２４，８３７ 
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比 較 損益計算書  
 

(単位 百万円)

 科   目 

第１４２期 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

第１４１期 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 比 較 増 減 

 金 額 対売上高 
比 率 

金 額 対売上高 
比 率 

  

(経 常 損益の部 ) 
営業損益の部 
売 上 高 
売 上 原 価 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 

３３２，４２１ 
２８８，２３０ 
３５，９５７ 
８，２３４ 

％ 
 

100.0 
86.7 
10.8 
2.5 

 
 

３０４，６５８ 
２６６，５３２ 
３５，３２８ 
２，７９７ 

％ 
 

100.0 
87.5 
11.6 
0.9 

 
 

２７，７６３ 
２１，６９８ 

６２９ 
５，４３７ 

％ 
 

9.1 
8.1 
1.8 
194.4 

営業外損益の部 
営 業 外 収 益 

 
３，７８０ 

 
1.1 

 
５，９０２ 

 
1.9 

 
△２，１２２ 

 
△35.9 

受取利息及び配当金 
雑 益 

営 業 外 費 用 

２，２８３ 
１，４９７ 

７，６２４ 

0.7 
0.4 

2.3 

４，５８２ 
１，３１９ 

６，６４９ 

1.5 
0.4 

2.1 

△２，２９９ 
１７８ 

９７５ 

△50.2 
13.5 

14.7 
支 払 利 息 
雑 損 

経 常 利 益 

３，５０４ 
４，１２０ 

４，３９０ 

1.1 
1.2 

1.3 

３，４１９ 
３，２２９ 

２，０４９ 

1.1 
1.0 

0.7 

８５ 
８９１ 

２，３４１ 

2.5 
27.6 

114.2 

(特 別 損益の部 ) 
特別利益 １５，９３２ 4.8 １０，２３１ 3.3 ５，７０１ 55.7 
投資有価証券売却益 
固 定 資 産 売 却 益 
退職給付信託設定益 
子会社株式等売却益 

特別損失 

３，１５０ 
８９０ 

１１，８９１ 
－ 

２２，１４３ 

0.9 
0.3 
3.6 
－ 

6.6 

２７２ 
９，２７６ 

－ 
６８２ 

１７，０７８ 

0.1 
3.0 
－ 
0.2 

5.6 

２，８７８ 
△８，３８６ 
１１，８９１ 
△６８２ 

５，０６５ 

－ 
△90.4 
－ 
－ 

29.7 
投資有価証券等評価損 
事 業 構 造 改 善 費 用 
子 会 社 株 式 売 却 損 
子 会 社 支 援 損 等 

 
税引前当期純損失(△) 

１４，０５２ 
７，２３９ 
８５１ 
－ 
 

△１，８１９ 

4.2 
2.2 
0.2 
－ 

 
△0.5 

１３，１８４ 
３４８ 
－ 

３，５４６ 
 

△４，７９７ 

4.3 
0.1 
－ 
1.2 

 
△1.6 

８６８ 
６，８９１ 
８５１ 

△３，５４６ 
 
２，９７８ 

6.6 
－ 
－ 
－ 

 
－ 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 還 付 額 
法 人 税 等 調 整 額 

２１２ 
２１６ 

△５，１０６ 

0.1 
0.1 
△1.5 

１，２７５ 
－ 

２，２７９ 

0.4 
－ 
0.7 

△１，０６３ 
２１６ 

△７，３８５ 

△83.4 
－ 
－ 

 
当 期 純 利 益 又 は 
当 期 純 損 失 ( △ ) 

 
３，２９０ 

 
1.0 

 
△８，３５１ 

 
△2.7 

 
１１，６４１ 

 
－ 

前 期 繰 越 利 益 
中 間 配 当 額 

 

１，４６４ 
１，３６５ 

  

３，７６５ 
１，４０３ 

    
当 期 未 処 分 利 益 又 は 
当 期未処理損失 ( △ ) 

 
３，３８８ 

  
△５，９８９ 
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比 較 利益処分案  
 
  (単位 百万円) 

 
 

第１４２期 
(平成14年4月1日～平成15年3月31日) 

第１４１期 
(平成13年4月1日～平成14年3月31日) 

 
当期未処分利益又は当期未処理損失(△) 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 
海 外 投 資 損 失 積 立 金 取 崩 額 
固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 
別 途 積 立 金 取 崩 額 

 
３，３８８ 
１６５ 
０ 
－ 
－ 

 
△５，９８９ 

１１８ 
－ 
７４ 

１０，０００ 
 

計 
 
 

これを次のとおり処分します。 
 

利 益 配 当 金 
 
 

取 締 役 賞 与 金 
 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 

３，５５４ 
 
 
 
 

１，３５０ 
（１株につき２円５０銭） 

 
              １２０  

 
      － 

４，２０２ 
 
 
 
 

１，３７７ 
（１株につき２円５０銭） 

 
                  －  

 
１，３６１ 

 

計 
 

次 期 繰 越 利 益 

１，４７０ 
 

２，０８４
 

２，７３８ 
 

１，４６４
 

(注)平成１４年１２月１２日に、１，３６５百万円(１株につき２円５０銭)の中間配当を実施いたし 
ました。 
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重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針    

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 
  子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法であります。 
 その他有価証券 
  時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。  

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
製品及び材料は総平均法による低価法、仕掛品は総平均法による原価法であります。 

３． 固定資産の減価償却方法 
有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 
  ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用して
おります。 

４．繰延資産の処理方法 
支出時に全額償却しております。 
 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。 
 

６．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
      期末の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、ま
た貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上しており
ます。 

 
(2) 退職給付引当金 
  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き退職給付引当金または前払年金費用を計上しております。 
 

(3) 役員退職慰労引当金 
   役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお
ります。 
    この役員退職慰労引当金は平成１４年改正前商法第２８７条ノ２の引当金であります。 

７． リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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８．重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 
   為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて
は特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約     外貨建債権 
金利スワップ   借入金 

 
(3) ヘッジ方針 
   当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建
債権の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の 
為に金利スワップ取引を行うものとしております。 
 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 
   ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、
有効性の評価としております。 

 
９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
(1) 消費税等の会計処理 
   税抜方式であります。 
 
(2) 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 
   当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適
用しております。これによる当期の損益に与える影響は軽微であります。なお、財務諸表等規則
の改正により、貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸表等規則により作成しており
ます。 
 

(3) １株当たり情報 
   当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しておりま
す。 

   なお、従来の方法により算定した場合の１株当たり当期純利益は６円０４銭であり、１株当た
り純資産額は４０３円０８銭であります。 
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注記事項注記事項注記事項注記事項    

(貸借対照表に関する事項) 
     第142期     第141期 
１．子会社に対する短期金銭債権 95,347百万円 84,612百万円 
     〃   長期金銭債権 2,789百万円 2,223百万円 
     〃   短期金銭債務 21,170百万円 10,582百万円 
     〃   長期金銭債務 277百万円 322百万円 
   
２．有形固定資産の減価償却累計額 193,246百万円 235,052百万円 
   
３．保証債務等 51,370百万円 39,677百万円 
 （保証類似行為を含めております。）  
   
４．転換社債の転換による新株発行額 －百万円 2百万円 
  転換社債の転換による資本組入額 －百万円 1百万円 
   
５．自己株式買入消却   
  資本準備金による消却 －百万円 4,437百万円 
   
６．発行済株式数の増減 
    転 換 社 債 の 転 換 に よ る 増 加 
    自己株式の買入消却による減少 

   

 
－千株 
－千株 

 
5千株 

10,558千株 

 
(損益計算書に関する事項) 

子会社との取引高     第142期    第141期 
     売 上 高 141,998百万円 138,472百万円 
     仕 入 高 86,236百万円 53,067百万円 
   営業取引以外の取引高 37,274百万円 148,645百万円 

 
 
有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係    

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                  (単位  百万円) 

第 142 期 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

第 141 期 
(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

種 類 
貸借対照表 
計上額 時 価 差 額 貸借対照表 

計上額 時 価 差 額 

子会社株式 － － － － － － 

関連会社株式 2,692 5,490 2,797 2,692 6,157 3,465 

合  計 2,692 5,490 2,797 2,692 6,157 3,465 
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税効果会計税効果会計税効果会計税効果会計    
    
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
  第１４２期  第１４１期  
      

繰延税金資産      

 賞与引当金損金算入限度超過額  1,381 百万円 1,094 百万円 
 退職給付引当金損金算入限度超過額  10,971  12,601  
 税務上の繰越欠損金  9,908  ―  
 その他  3,903  8,204  
繰延税金資産小計  26,164  21,899  
評価性引当額  △1,986  △6,911  
繰延税金資産合計  24,178  14,987  

      
繰延税金負債      
 固定資産圧縮積立金  △1,737  △2,007  
 退職給付信託設定益  △12,853  △8,501  
 その他有価証券評価差額金  △3,516  △7,476  
 その他  △63  △61  
繰延税金負債合計  △18,171  △18,046  

      
繰延税金資産（負債）の純額  6,007  △3,059  

 
２．国内の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 
の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
国内の法定実効税率  42.0 ％ 42.0 ％ 
 (調整)      

 税率変更の影響  △7.4   ―  

 評価性引当額  266.4  △83.9  

 交際費等永久に損金算入されない項目  △16.9  △64.3  

 受取配当金等永久に益金算入されない項目   ―  18.7  

 その他  △3.3  13.4  
税効果会計適用後の法人税等の負担率  280.8  △74.1  

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 平成１６年４月１日以降解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

した法定実効税率は、前期 42.0％、当期 40.0％であり、当事業年度における税率変更により、繰延税金資

産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が４０百万円増加し、当事業年度に費用計上された法人

税等の金額が１３４百万円増加しております。    
    
    

    


